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京大東アジアセンターニュースレター   第 322  
(旧・「京大上海センターニュースレター」) 






○ 京都大学東アジア経済研究センター 主催シンポジウム： 
「東南アジア市場で競合する中国と日本」 
○ 「中国経済研究会」のお知らせ 






















日時 2010 年 7 月 12 日(月) 午後 1時～1時 45 分 














2010 年 7 月 12 日(月) 14 時 
京都大学百周年時計台記念館国際交流ホール 
 
司会 京都大学大学院経済学研究科教授 塩地 洋 
 
14:00-14:15 
挨拶 京都大学大学院経済学研究科長  田中秀夫    
14:20-15:00 
日本貿易振興機構(JETRO）海外調査部長 高橋 俊樹   アジア新興国に於ける日本企業の市場戦略    
15:00-15:40 
トヨタ自動車    藤井 真治   永遠に期待される国から、本当に期待される国へ 
(元トヨタ･アストラモーター 副社長)           ――インドネシアの自動車市場の展望――    
15:50-16:30 
タマサート大学 講師  ソーポン･チタサッチャー  タイにおける中国と日本の企業と製品    
16:30-17:10 
京都大学大学院経済学研究科 教授  大西 広    ラオスにおける中国商人の活動と摩擦    
17:10 
閉会挨拶 京都大学東アジアセンター協力会会長 森瀬正博 
 
17:30-19:00 
懇親会  法経総合研究棟 2階大会議室 
司会 京都大学東アジア経済研究センター協力会 宇野輝 
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター・センター長 劉 徳強 









第 11 回 中国経済研究会 
  時 間： 2010 年 7 月 20 日(火) 16：30－18：00  
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3階第 3教室 
  報告者： 中川涼司（立命館大学国際関係学部教授） 
テーマ： 「中国 IT 企業家の社会的形成モデルーサクセニアン・モデルの妥当性ー」 
 
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2010 年度における開催(予定)日は以下の通りです。 
 前期： 4 月 20 日（火）、 5 月 18 日（火）、 6 月 15 日（火）、7 月 20 日（火） 







の方は 6/30(水）までにお申込みください。(連絡先：大阪能率協会事務局 e-mail:oma@crux.ocn.jp 又は  
fax::06-6947-4369 先着３０名様まで） 

































この他､瀋陽では､世界遺産の瀋陽故宮の参観もします｡   
この機会に多数の皆様のご参加をお誘いいたします｡ 
                         
                                                                            
                                       
←シベリア鉄道 
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●日程:  2010 年 8 月 25 日(水)～31 日(火) 7 日間（行程は別紙） 
●費用:  お一人概算 会員２２９千円、準会員２３７千円、非会員２４４千円(二人一部屋)､ 
一人部屋追加料金 40,000 円。 その他の諸条件は別紙｢ご旅行条件｣参照。 
●募集:  申込先着３０名様まで       
お問い合わせ･お申し込み 
OMA 社団法人大阪能率協会 〒540-0029 大阪市中央区本町橋 2-5 マイドームおおさか 5階 







日 程 表                 企画運営：（社）大阪能率協会アジア・中国事業支援室 
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1.面積：19 万 8,500 平方キロメート
ル 















今回の暴動の背景については主に 3つの説があると言われている。一つは Osh State University の学生寮




 6 月 9 日と 10 日、オシュ市でキルギス人と少数民族であるウズベク人の間で暴動が起こり、少なくとも 46
人が死亡、637 人がけがをしたとされている。一日中銃撃の音も相次いで、政府は緊急事態を発表したとい
う。 







12 日の時点では、政府は死者が 100 人に達し、1000 人以上が負傷したと発表している。しかし、非公式情




事件という事件がこのオシュ市で起こっていた。オシュ事件というのは、ソビエト解体過程の 1990 年の 6
月に、オシュ周辺で起きたウズベク人とキルギス人との間の激しい衝突で 200 名を越える命が失われ 400 名





























動を受け、2005 年 3 月に崩壊している。政権崩壊の芽は長期政権の腐敗の中にあったとされている。北部出
身のアカエフ大統領は、一族と支持者のみを優遇して政権の私物化を進め、経済的にも貧しく不満が募る南
部の反発を買ってきたということである。それが一挙に火を噴いたのは大統領による「政治の私物化」が露
骨になった 2005 年のことである。この年の 10 月に任期を終える大統領は先の議会選で娘と息子を当選させ
ようと二人に近い人物に権力を移譲して事実上の院政をもくろんでいたが、そのことへの国民の反発から 3
月に政変で大統領が辞任。そして、その年の 10 月には野党勢力指導者のバキーエフ（Kurmanbek Bakiyev）
が大統領に就任することになったのである。 


















1990 年 6 月 オシュ事件（キルギス人とウズベク人の民族衝突） 
1990 年 10 月 アカエフ大統領就任 
1990 年 12 年 12 日 「キルギスタン共和国」に改名、主権宣言 
1993 年 5 月 国名を「キルギス共和国」に変更 
2005 年 2～3 月 議会選挙での不正をきっかけとして、野党勢力により南部で開始された反政府運
動が首都に及ぶ。3月政変によりアカエフ大統領辞任 
2005 年 7 月 野党勢力指導者のバキーエフ大統領が当選 





2010 年 3 月 経済危機に加え、大統領の強権政治と公共料金をめぐる国民の不満で野党デモが
頻発 
2010 年 4 月 7 日 首都ビシケクで、バキエフ大統領に抗議する野党勢力の数千人のデモ隊が政府庁
舎への突入を図り、催涙弾などを使って阻止行動に出た治安部隊と衝突、治安部
隊が発砲。80 人以上が死亡。首都に非常事態宣言がなされる。 
2010 年 4 月 8 日 野党指導者オトゥンバエワ元外相代行が自らを首班とした暫定政権樹立と議会解
散を宣言 
2010 年 4 月 19 日 暫定政府、オトゥンバエワ元外相代行を２０１１年末までの暫定大統領とする決
定を発表 
2010 年 5 月 14 日 南部ジャララバードで、州庁舎を占拠したバキエフ前大統領の支持者と暫定政府
支持者らが衝突、１人が銃撃で死亡、６０人以上が負傷。暫定政府支持者らは１
４日、ジャララバード郊外でバキエフ氏や親族の家を襲撃し、放火 
2010 年 6 月 10 日 キルギス政府当局者によると、南部オシュ市で１０日夜、衝突が発生、少なくと
も４５人が死亡、６３２人以上が負傷したと発表。地元メディアは、衝突はキル
ギス系とウズベク系の若者の間で起き、暴動にも発展したと伝える。 




































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 8.7 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2008 年              
 5 月  16.0 21.6 7.7 25.4 198 28.2 40.7 ▲11.0 38.0 18.0 14.9 
 6 月 10.4 16.0 23.0 7.1 29.5 207 17.2 31.4 ▲27.2 14.6 17.3 14.1 
 7 月  14.7 23.3 6.3 29.2 252 26.7 33.7 ▲22.2 38.5 16.3 14.6 
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年             
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 





5 月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
